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第４分科会 省エネ（午前） 

「共感を得る住民向け省エネ啓発」 

【コーディネーター】 

認定 NPO 法人気候ネットワーク 主任研究員 豊田陽介 

【話題提供者】 

① 「省エネ診断を通じた家庭の CO2削減の可能性」 

有限会社ひのでやエコライフ研究所 鈴木靖文 

② 「まちづくりにおける『住み替え』と『環境』とのコンセプトの融合」 

近鉄グループホールディングス株式会社 事業開発・グループ連携推進部長 山本寛 

③ 「1985 アクションの紹介」 

   一般社団法人 Forward to 1985 energy life 代表理事 野池政宏 

【会場】北コミュニティセンターISTA はばたき 

 

●話題提供① 鈴木靖史「省エネ診断を通

じた家庭の CO2削減の可能性」 

環境省から指定を受けて、家庭ごとにど

うすればエネルギー消費を減らせるかとい

う「うちエコ診断」などを行ってきた。そ

の経験をもとに家庭でどうしたら省エネが

できるかということについてお話する。 

 

鈴木 靖史 

 

家庭に省エネの方法を伝えるためにはポ

イントを分かりやすくする必要がある。ど

う伝えれば納得してもらえるかは皆でアイ

デアを出しながら考えていかなくてはなら

ない。なお診断にあたっては一般にどれだ

け削減ができるかを推計するソフトを使用

している。 

これまで環境に関する取り組みとして主

に行われてきた手段に規制がある。しかし

これは家庭にはなかなか受け付けられない。

次にあげられるのは補助金やポイントで何

らかの行動に対して金銭的な対価を与える

ものだが、自治体の財政が限られる中では

実行が難しい。それ以外の手段として情報

提供がある。どうすれば省エネができるの

か、どんなメリットがあるのか、実際に行

った人がどう感じているのか、などについ

て、また家族で暮らしている世帯やひとり

暮らし世帯など家庭の形態別に情報提供す

ることができる。 

家庭のどこで二酸化炭素を排出している

のか、ということを分析すると自動車や動

力が最も割合が大きく、冷房は意外にも暖

房より割合が少ない。こうした驚きを提供

することも情報提供のポイントになる。ま

た冷暖房については家族で同じ部屋に集ま

った方が消費が少なくて済む。省エネとい

うのは何かを我慢することによって達成す

るものではなく、同じ家で暮らす人が仲良

く過ごすということも重要である。このよ

うに省エネには省エネだけに留まらない効

果もあることを伝えるようにしている。 

省エネ診断のソフトを作成した原点は、

家庭によって二酸化炭素の排出量が大きく

違うということがある。同じ文化、同じ地
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域であっても排出量が２倍、３倍と違うケ

ースがある。これを比較できるものが必要

だと考えた。住まい方にも違いがある。例

えば窓の断熱について、近年建築された家

であれば３～４割程度備えられているが、

過去に建てられたものにはほとんど備えら

れていない。窓の断熱の有無で提案する省

エネ対策も異なる。また暖房の設定温度に

よっても提案が変わる。省エネの基準とな

る設定温度は 20℃だがそれより高く 25℃

以上にしている家庭もある。暖房の本来の

目的は健康を害さないようにするというこ

とにあり、20℃でも十分だということを納

得してもらう。 

行動以外の提案としては機器の買い替え

がある。冷蔵庫であれば 400 リットル以上

の大型の方が省エネ性能が高いなどといっ

た情報を伝えている。このように伝えるべ

き対策は非常に多い。省エネ診断のソフト

には 120 もの項目がある。ただしこれらを

全て伝えても窮屈になって行動につながら

ないので、その中でスクリーニングをして

各家庭に合ったものを提案している。 

うちエコ診断については都道府県の温暖

化センターが中心になって動いている。診

断の形式は各家庭を訪問しての場合もあれ

ばイベント会場での診断になることもある。

質問項目は機材の状況や冷暖房の使い方な

ど 100 項目程度になっている。ポイントは

どこで多く二酸化炭素を排出しているかを

把握することにある。シェアの多いところ

からその家庭に合った削減の方法を選んで

もらう。また家庭の省エネ対策としては太

陽光発電や断熱の導入が特に効果が大きい。

ただし金銭的な事情などもあって必ずしも

実行率は高くない。買い替えやリフォーム

の際にどれだけ省エネを意識できるか、と

いうことと普段の生活の中でどれだけ省エ

ネを意識して行動できるかという 2 つのポ

イントがある。 

こうした省エネ診断は１時間から２時間

ほど時間がかかってしまうという難点があ

る。これに対してはイベント等で簡単な診

断を行って効果を実感してもらったり、耐

震性診断の際に同時に省エネについても診

てもらったりといった取り組みをしている。

また省エネ行動はなかなか褒められず逆に

家庭内で批判されることもある行動だが、

省エネ診断でそうした行動が実際に節約に

つながっていることを示すことで省エネ行

動をしている人を元気づけるといった効果

もある。 

ITの活用ということで子供向けのソフト

の開発も行っている。自分の家と生活を組

み立てるゲーム仕立てで二酸化炭素排出が

増えるに従ってペンギンの氷が溶けるよう

な仕組みになっており、自分たちの生活が

環境問題とつながっていることを実感して

もらえるようにしている。また今の状態か

ら消費を減らそうとすると難しく感じるが、

一から生活を組み立ててそれと今を比べる

と使いすぎだということが自然と受け容れ

られるのではないか。 

省エネについて説得する際には３つ理由

をつけるとよいといわれる。環境の問題だ

けでなく、金銭的な節約になる、快適にな

るといった理由づけも有効である。 

省エネのポテンシャルはまだまだ大きく、

エネルギー消費を３～４割削減できると試

算されている。またそのために大きな投資

も必要だがその投資はいずれ回収できるも

のである。その投資をどのようにして引き
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出すかが課題である。例えば再生可能エネ

ルギーの固定価格買取制度のように電気代

に上乗せして省エネのための基金をつくる

といったアイデアもある。年間１兆円の投

資が必要だが１万人の雇用も生まれるし、

家庭にもメリットが出る。 

グループで省エネの取り組みを行うとい

う形もある。３人のうち１人は「周りで半

分の人が取り組んだら始める」、１人は「周

りで全員が取り組んだら始める」という姿

勢でいた場合、残りの１人が取り組みを始

めれば全員が取り組むことにつながる。自

分が取り組むかどうかは社会的に影響力を

持ちうる。 

 

●話題提供② 山本寛「『住み替え』と『環

境』とのコンセプトの融合」  

まちづくりにおける住み替えと環境との

融合ということで、我々が進めている事業

について説明したい。近畿日本鉄道は 101

年前に開業した。大阪上本町と奈良とを結

ぶ奈良線から始まり、その後２府４県まで

ネットワークを拡大した。現在、生駒市内

には 11 駅あり、駅前を中心に 8,000 戸以上

の住宅を供給してきた実績をもつ。鉄道な

ど交通事業と不動産事業だけでなく百貨店

やスーパーマーケットなどの流通業、ケー

ブルテレビやインターネット接続から介護

まで様々な事業を手がけている。これらは

別々の会社で行っているが、それではお客

さまにとっての利便性に欠けるので７年前

から生活応援事業「近鉄“楽・元気”生活」

というサービスを始めた。これは 365 日年

中無休のコールセンターを設け、お客様か

らの相談、申し込み等をワンストップ・シ

ームレスで受け付け、サービス提供会社に

つなぐものである。 

高齢化が進み人口が減少する時代になり、

新しく移って来て頂かなくてはいけないと

いうことで始めたのが住み替えサイクル構

想である。ライフステージやライフスタイ

ルに応じて沿線の限られた地域で住み替え

てもらうことを想定している。この構想を

通じて若い世代に移り住んで頂くことを目

指している。 

 

山本 寛 

 

次に住宅団地型既存住宅流通促進モデル

事業について説明する。これは国土交通省

が行っている事業で、昨年６月に当社がモ

デル事業者として採択された。この事業の

方向性は、現在住宅の価値が 20 年でゼロに

なってしまうという日本の住宅事情を出発

点として、適切な維持管理やリフォーム、

住宅の評価手法を確立することを通じて住

宅の資産価値を維持していこうというもの

である。住宅が長持ちすれば環境にも優し

い。住宅地を持続的に活力ある地域とする

ことを目指し、住宅診断やリフォームを通

じて既存住宅の価値を高め、その住宅が循

環利用される住み替え事業を展開している。

なお当モデル事業は全国で 33 事業者が採
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択されているがそのうち３事業者が奈良県

内に集中している。 

当社のモデル事業は生駒市の白庭台住宅

地と真弓・真弓南住宅地が対象となってい

る。白庭台の方は 50代の方が多く住んでい

らっしゃる一方、真弓・真弓南では 60から

70 代の方が多いという違いがある。 

事業のスタートとしてまず生駒市と 2014

年７月末に連携協定を結んだ。その後、近

鉄駅構内などで告知・啓蒙活動を行ってい

る。住宅診断（インスペクション）は言わ

ば住宅の健康診断のようなもので、２～３

時間程度のものである。床下から屋根の上

まで隅々まで診断を行う。また昭和 56 年以

前の住宅については耐震診断も行う。協定

を結んでからこれまでに 120 件の診断を行

った。同じ規模の他の地域は 10 件ほどなの

で非常にたくさんの方に利用して頂いたと

言えるのではないか。通常は 10 万円かかる

診断費用が国の補助で無料になったことも

あるが、この地域の住民の方の関心が高か

ったこともあると考えている。診断の結果、

リフォームにまで至った案件は 20 件あっ

たが、当社としては更に進んで住み替えま

で考えてもらえればと思っている。 

次に北大和グラウンド低炭素まちづくり

事業計画について紹介する。昨年６月に行

われたコンペに応募したもので、対象地は

真弓・真弓南住宅地の東に隣接する場所で

ある。まちづくりのコンセプトは自然と生

活がマッチする「自然との共生」であり、

エネルギーの見える化や外断熱工法、太陽

光発電や蓄電池を使った省エネルギー型の

住宅を作るという提案を行った。また特徴

的なのは卓越風で、この地域では東北東の

風が年間で最もよく吹くためこれを利用で

きるような計画になっている。またその後

の技術進歩でゼロ・エネルギー・ハウスが

実現可能となり、北大和地域でも導入した

いと考えている。 

住宅団地型既存住宅流通促進モデル事業

と北大和グラウンド低炭素まちづくり事業

計画を併せて採択されたことで住み替えと

いうコンセプトの重要性を改めて認識した。

白庭台周辺の世帯はちょうど子育てが終わ

る、あるいは終わった頃の世代でこうした

方々に北大和グラウンドの方へ住み替えて

頂ければと考えている。まずは環境面をア

ピールしながら白庭台・真弓・真弓南の方々

に北大和へ住み替えて頂く。そして今度は

沿線外から住宅診断やリフォームも組み合

わせながら住み替えて頂くようにできたら

と考えている。このように既存の住宅地を

持続的に活力ある地域にしていくことが地

域に根ざす鉄道会社の使命であると考えて

おり、住み替えと環境を融合したまちづく

りの新たな手法を沿線各地に広げたい。 

 

●話題提供③ 野池政宏「1985 アクション

の紹介」 

Forward to 1985 energy life とは、団体

名でもありキャッチコピーでもある。1985

年頃のエネルギーと暮らしのあり方に向か

って、1985 年以降の技術進歩の成果も活用

しながら前進していこうというものである。

私自身は民間にいる立場からできるだけ分

かりやすい形で、住宅におけるエネルギー

消費のあり方に関心を向け、住宅建築や住

宅での暮らし方について調査研究・提案・

アドバイスを行っている。東日本大震災と

福島第一原発事故に衝撃を受け、自分のこ
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れまでの取り組みを更に加速するために当

団体を立ち上げて活動を始めた。 

エネルギーは我々にとって非常に重要な

ものである。しかしエネルギーに関するこ

とは上の人、政府や電力会社が行うものの

ように感じている人が多い。これを自分た

ちのものとしてきちんと考えていかなくて

は未来の子どもたちによい社会を引き継い

でいけないのではないか。そうした視点か

ら省エネについて、堅いイメージをもたれ

ないよう柔らかく伝えることを心がけてい

る。家庭で省エネを行う意義はエネルギー

の問題を身近な問題として捉えるきっかけ

になることにある。 

2030年に日本の家庭の一次エネルギー消

費を半分にすることが目標である。それと

1985 年とどうつながるかというと、震災以

前の電力消費量から原子力発電由来の電力

を除くとちょうど 1985 年当時の電力消費

量になるのである。また事故前の原子力発

電由来の電力と家庭で消費している電力と

は概ね等しい。よって家庭で省エネを進め

ればそれだけ原子力発電を減らせるという

ことでもある。ただし原子力発電を減らし

ていくということがゴールではなく、あく

までも家庭での省エネを進めたいというこ

とである。そのために金銭的な節約につい

ても説明をしている。 

再生可能エネルギーと省エネルギーは地

球温暖化を防止していく上で鍵となる要素

である。省エネルギーは再生可能エネルギ

ーに比べて分かりにくいと思われがちだが、

しっかりと取り組んでいかなくてはならな

い。響くフレーズとして「小さいエネルギ

ーで豊かに暮らす」があり、よく使ってい

る。 

我慢ではなく楽しくかしこく省エネルギ

ーを進める必要がある。我慢やコツコツで

は限界がある。その中で私たちが普及させ

ようとしているのがパッシブデザインとい

う概念である。自然と共生しながら快適で

健康な住まいを実現するという考え方であ

る。この概念はまだ十分に浸透しているわ

けではないが、これから普及させていきた

いので注目して欲しい。 

住宅の省エネには投資が必要だが、なか

なかまとまった投資はできない。パッシブ

な暮らしには夏にすだれを使ったり冬にし

っかり日光を取り入れたりといった自然を

利用して快適な暮らしと省エネを実現する

知恵も含まれる。 

 

野池 政宏 

 

その他に私たちはプロに対する教育も行

っている。家庭の省エネには機器や住まい

の使い方と選び方が重要だが、例えば給湯

器などを替える際にはいわゆるプロを呼ぶ。

地域の工務店や設計屋さんのようなプロに

対して情報提供をすべきだと考え、勉強会

などの活動や暮らしアドバイザーという独

自資格の認定を行っている。 

また今住んでいる住宅をいかに省エネ化

するかも大きな課題である。既存住宅を省
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エネ化するための知識の普及にも取り組ん

でいる。さらに 1985 アクションナビという

ウィブサイトで自宅の消費エネルギーを知

ることができるツールを提供している。

2010年の消費エネルギーから半分に減らす

ことができていれば「1985 家族」と呼んで

いる。登録者数はまだ 600 あまり、1985 家

族も 30 世帯ほどだが、今後はこれを更に大

きく広げていきたい。 

地域で省エネについて適切なアドバイス

をして頂く主体を 1985 地域アドバイザー

として認定し、情報提供や情報交換しなが

ら全体のスキルを上げて家庭の省エネを進

めている。 

また省エネ診断ツールにエネルギー消費

量や金銭的な節約だけでなく、屋内の温度

までシミュレーションもできる機能を付与

して地域アドバイザーに共有している。こ

れによって断熱の効果をより分かりやすく

伝えることができている。 

以上のように様々な角度から家庭の省エ

ネに取り組んでいるという意味では日本で

も唯一と自負している。これからも皆様と

連携しながら更に取り組みを進めていきた

い。 

 

●コメント 

黒田（交野市長）：まず行政の視点からとい

うと環境政策の手段として規制と補

助金や減税、そして情報提供あるい

は提案という３つの視点を挙げて頂

いた。行政は抑止と促進の両輪だが、

促進の方は特になかなか行政だけで

は難しく、民間の皆様の知恵も借り

ながら様々な政策を進めていきたい。 

 

●総合討論 

参加者：最後の報告にあった 1985 アクショ

ンナビについて、登録は有料か。ま

たその中身について具体的に教えて

欲しい。 

野 池：登録は無料。ネット上で必要な情

報を入力すれば結果が見られる環境

家計簿だと理解してもらえればよい。

毎月、請求書や領収書をもとに消費

電力量や太陽光発電の発電量を入力

してもらう。また地域を選んでもら

えば標準家庭との比較ができる。 

参加者：話を聞いていると関東の発想のよ

うに思う。関西のおじちゃん、おば

ちゃんは儲かりますよと言った方が、

反応が早いと思う。 

野 池：私たちが診断に使うツールには光

熱費がどれくらい削減でき、売電で

どの程度収入があがるか計算する機

能もある。拠点のアドバイザーがそ

のツールを持っていて無料で相談が

できる。 

参加者：省エネについても１人が始めるこ

とが社会的に影響力を持つという話

をして頂いた。一方で省エネが進ん

でいないという現実もある。規制を

もっと強めていくという方向性もあ

るべきではないか。 

鈴 木：一定の規制、ほとんどの人がやる

のが普通だという状態を作ることは

必要だと思う。例えばごみのリサイ

クルや分別収集について、かつては

行動の負担感から批判の対象となる

ものだったが近年ではむしろやらな

ければ批判されるようなものになっ

てきた。現時点ではやりすぎのよう
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に思われることでも必要であれば規

制のように取り入れるべきかと思う。

ただし家庭内の省エネについてはプ

ライバシーもあって難しい面もある

ので、機器について規制していくと

いう方向性になっている。また地域

でお互いにエネルギーの使い方を見

回って指摘しあうような、コミュニ

ティの活用が省エネと同時に福祉に

も寄与するのではないか。 

野 池：住宅を作るプロでも省エネ住宅を

建てるということは面倒だと思われ

がちだった。それが最近ようやく住

宅の省エネルギーが付加価値として

認められ、積極的に取り組む事業者

が増えてきたと実感している。プロ

でそういう状態なので、住民に対し

て規制をするというのは難しいので

はないか。 

豊 田：社会心理学的な観点から考えると、

やりたいと思っていても実行に移せ

ていない人たちがおり、そのギャッ

プを埋めていく必要がある。そのた

めに欠けている知識や技能があるの

か、実行すればメリットがあるか、

実行しなければ非難を受けるかどう

か、といったことをトータルでサポ

ートされていかなければ構造の変化

にはつながらないように思う。 

 

豊田 陽介 

 

参加者：うちエコ診断について、有償なの

か無償なのか。また一般市民が簡単

にダウンロードして使用できるもの

なのか教えて欲しい。 

鈴 木：うちエコ診断については無償で利

用できるが、ダウンロードして使用

する形ではなく、都道府県の温暖化

センターが職員を派遣して診断をす

るものである。うちエコ診断による

二酸化炭素排出削減手段は時として

大きな負担感を伴うものになること

もあるが、その中から自分ができる

ものを実践して欲しい。そうしたコ

ミュニケーションをとるために「診

断士」として職員が派遣されている。

うちエコキッズは無償でダウンロー

ドして使用可能である。 

参加者：うちエコ診断は申し込んで来ても

らうということでハードルが高いよ

うに思う。例えば環境家計簿をプリ

ントアウトして電気屋さんや工務店

さんに持って行くと見積もりをして

もらえたり、割引されたりするよう

な、お得感のある仕組みを構築すれ

ば利用者が増えるのではないか。尼

崎ではうちエコ診断をすれば改修費
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用に対して補助金を出すようにして

いるが、うちエコ診断のハードルが

高いために利用者が少ない。 

鈴 木：省エネを扱っているアメリカのコ

ンサルタントで働いている知人によ

ると、リフォームの際に省エネ診断

を受けると補助金額が倍になるとい

う制度が一般的になりつつあるよう

だ。こうした診断に必要な費用は電

気・ガス料金に上乗せする形で徴収

されている。専門家の診断によって

確実に省エネルギー化が見込めると

いうこと、それが実現することが社

会にとって有益であるという認識が

共有されているということだろう。 

豊 田：実際に近鉄は自治体とタッグを組

んで診断を受けた方は割引を利用で

きるといったサービスも展開してい

るとのことだが。 

山 本：当社ではコールセンターを使いな

がら様々なサービスを横断的に提供

しているので、省エネだけに留まら

ず福祉などのサービスと連携し、ワ

ンストップで提供していければと考

えている。 

黒 田：確かに様々な分野について縦割り

で別々のポイント制度が併存してい

るような現状がある。そちらを突き

詰めていくと最終的にはまちづくり

全体につながる。環境ということに

絞っていえば、省エネ診断をどう簡

便なものにし、利用者を増やすかが

重要だと考える。それには費用がか

かるが個々の診断が積み上がって生

まれるデータの蓄積は民間にとって

もビジネスチャンスになりうるもの

であり、協力して費用を負担してい

ける可能性があるのではないか。 

豊 田：これからは住宅のスマート化とい

うことも進んでいくと思う。それに

関して蓄積されるデータを民間だけ

でなく自治体も活用して省エネなど

に活かしていけるとよいのではない

か。 

参加者：地域で長く住んでいる者にとって

は、自分たちが生きてきた地域コミ

ュニティから住み替えるのには大変

なハードルがある。またライフステ

ージによって必要な機器や道具が異

なるように思う。そうしたものがレ

ンタルで提供されれば環境にもよい

のではないか。 

山 本：年をとるほど住み慣れた土地から

離れたくないという声をよく聞く。

私たちが提案する住み替えは、全く

違う土地に引っ越すということでは

なくすぐ近くに住み替えるというこ

とで、車で５分や 10分で昔の仲間に

会えるようなものを提案しており、

駅を拠点とした小さなエリアで住み

替えを進めたい。また、所有という

考えから、共有やレンタルという形

へのシフトは実際に車などで起こっ

ており、今後ますます進むだろう。

私たちは、今のところレンタルサー

ビスを提供してはいないが、物を捨

てるのではなく置いておいて頂くた

めのレンタル収納スペースサービス

を提供している。今後、需要があれ

ば他のレンタルサービスにも進出す

る可能性はある。 

鈴 木：特に東日本大震災後、東日本の自
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治体では多くの庁舎で 20～30%の省

エネが実現した。これを民間も含め

た主体に広げていくことが重要だと

思う。またツールを使いやすく改善

していくことは当然必要だが、それ

だけではなく広めていくための仕組

みづくりも同時に行っていかなけれ

ばいけないだろう。 

参加者：水俣市では毎年二酸化炭素排出量

を報告する義務があり、その中で家

庭部門の排出量が多いことから家庭

での省エネが課題になっている。そ

の排出源を特定し施策を考えるため

に環境家計簿に近いようなアンケー

トをとるなどしており、皆様と協働

できる可能性があると思う。 

鈴 木：環境家計簿にしてもうちエコ診断

と同様に利用者を増やせないという

課題がある。「省エネ」という看板を

掲げても人を集めるのは難しいが、

実際に来てもらえると非常に喜んで

もらえる。実は省エネをしていても、

評価してもらえないという問題もあ

る。自治体が省エネをしている家庭

にお礼を行って周るだけでも一定の

効果があるのではないか。またエネ

ルギーを扱う企業はエネルギーを供

給するだけでなく、省エネの手段を

提供することで信頼を勝ち取ってい

くべきではないか、そうした企業を

消費者の方も選んでいくことが重要

ではないかと思う。 

野 池：まず仲間になってくれる地域の工

務店などを増やしていくことだと考

えている。こうした工務店で長く続

いているものは 1000 以上の顧客を

持っている場合もあり、メンテナン

スなどで訪問することもある。こう

した顧客に対してツールを紹介して

使ってもらうことが第一歩になると

思う。 

参加者：気候変動の影響はすでに表出して

おり、緩和策だけでなく適応策も同

時に検討していく必要がある。住宅

の省エネを進めるだけでなく、これ

からますます暑くなる夏にどう対応

するかも念頭に置きながらこれから

の住宅づくりを進めていくべきでは

ないか。省エネ・再エネと何か別の

付加価値が必要でないか。 

豊 田：個別の適応策・技術とまちづくり 

   と結びつけていく必要があるだろう。 

山 本：付加価値としては「安全」という 

   ことがひとつのキーワードだと考え 

   ている。 

野 池：冬場にヒートショックでお年寄り

が亡くなるというケースが増えてい

るなどといったことがあり、近年は

住宅の室温に注目が集まっている。

各季節でどの程度の室温を維持する

のが健康に良いという発信はこれま

で見られなかったが、これから増え

てくるだろう。また日本の建設業界

は冬の断熱に注目が集まりがちで、

夏の省エネはおろそかにされがちだ

った。しかし今後は夏の省エネにも

着目した住まいづくりが求められる

だろうし、我々としてもそれを進め

ているところである。例えば夏、無

冷房で室温が 32℃以下に抑えられる

といった基準を設けて、基準を満た

す住宅を認証するといった取り組み



第４分科会 省エネ（午前） 「共感を得る住民向け省エネ啓発」 

 

79 

 

が動き始めている。 

鈴 木：省エネを進めた結果、健康を害し

ては本末転倒である。震災以降の省

エネの取り組みでそうした部分がき

ちんと伝えられたことは評価すべき。

また「省エネ」という概念も行動に

よるエネルギー削減と、設備や機器

の入れ替えなどによるエネルギー効

率の改善とを切り分けて議論をすべ

き段階になってきているのではない

か。 

豊 田：どの程度省エネに積極的に取り組

むか、という価値観は人によってば

らつきがある。省エネを先進的に進

めてきているヨーロッパは、主に冬

の暖房需要をどう抑制するかという

問題意識であり、日本もそれにのっ

とってこれまで進んできたが、今後

は夏の暑さに対応した省エネ施策を

ますます充実させていく必要がある

だろう。少し話は変わるが私はマレ

ーシアで子どもたちに向けた環境教

育を行っている。そこで冷房の設定

温度を見ると 14℃になっていて、寒

いくらいの中で会議をして、休憩時

間に外に出て温かい飲み物を飲むよ

うなことをしている。彼らはそれを

豊かさだと捉えているところがある。

この例は、暑い地域での省エネのノ

ウハウが積み上がっていないことの

証左のようにも感じられる。日本が

そうしたノウハウを蓄積し、東南ア

ジアなどにも広めていく必要がある

のではないか。 

参加者：住民向け省エネ啓発が今セッショ

ンのテーマだが、住民に対して自治

体がどうアプローチしていくかが重

要だと考える。省エネに限らず啓発

の難しさがあろうかと思うが、それ

をどう乗り越えていこうとしている

のかお伺いしたい。また家の価値が

25年でゼロになってしまうのであれ

ば、それを 30 年、40 年と使ってい

くのではなく、建て直すというライ

フサイクルの考え方が必要かと思う

がどうか。 

参加者：環境問題に限らず非常に熱心な方

はどの分野にもいらっしゃる。ただ

私たち行政の側としてはそれをスタ

ンダードにするわけにはいかず、ど

のあたりを基準にするかがポイント

になる。また直接的な規制だけでな

く、ごみ袋に対する課金のようにペ

ナルティというほどではないにして

もチャージをかけるという施策が一

般的に行われている。一方で、奨励

すべき行動をどうやって積極的に行

ってもらうかということについては

まだまだ模索が続いている状況かと

思う。仕組みづくりも重要だが、取

り組みひとつひとつの質を上げてい

く必要があり、そのために熱意やマ

ンパワーをどれだけ投下できるかで

はないか。 

鈴 木：家電については買い替えが薦めら

れてきたが、最近では省エネ性能の

改善も落ち着いてきているのでこれ

からは買い替えではなく長く使うこ

とが重要になる。ライフサイクルと

いうことで言えば機器や住宅のライ

フサイクルだけでなく、人々のライ

フサイクルとの関わりも考えなくて
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はならない。生活が大きく変わるポ

イントで省エネに関する情報提供を

することが必要ではないか。 

野 池：地域アドバイザーの拠点は工務店

なので家電などにはなかなか関われ

ないが、給湯器や塗装などには積極

的に関わりを持ち、いつ頃買い替え

が必要か、どんなものに替えるのが

よいか、といったことを提案し、そ

のために資金を貯めておくようお願

いするといった取り組みが広がりつ

つある。その仕組みのなかにエネル

ギーに関する内容を含めようとして

いる。そうしたプランニング、ひい

てはライフサイクルが非常に重要な

概念であるのは間違いない。 

山 本：私たちが提言している住み替えに

おいても住宅を長持ちさせていくこ

とは非常に重要な要素になっている。

ところが日本では築 20 年の住宅を

500 万円かけてリフォームしても価

値はほぼゼロのままという傾向にあ

る。これは非常に問題だと捉えてお

り、リフォームすれば住宅の価値が

上がるという仕組みづくりを国や銀

行、鑑定士の方などを巻き込んで行

っているところである。 

豊 田：共感を呼ぶ、ということがひとつ

のテーマになっていたのではないか。

皆様がそれぞれ取り組みをされてお

り、それを広げて定着させていくべ

きだということが確認できたと思う。

まちづくり、コミュニティづくりの

中でしっかりとコミュニケーション

をとることが重要だと感じる。また

省エネと更に別の付加価値を、とい

う話題もあったが、防災や安全、子

育てなど様々な価値、効果と省エネ

を組み合わせることを市民、行政、

民間が連携して行っていくことが必

要であろう。 
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第４分科会 省エネ（午後） 

「住宅のエネルギー効率の向上と見える化」 

【コーディネーター】 

認定 NPO 法人気候ネットワーク 主任研究員 豊田陽介 

【話題提供者】 

① 「大和ハウスの考えるスマートハウス・コミュニティ」 

大和ハウス工業(株)総合技術研究所 環境ソリューション研究 G 

主任研究員 星野雅一 

② 「日本とドイツ 省エネ改修推進のためのエネルギーパス」 

 一般社団法人日本エネルギーパス協会 理事 中谷哲郎 

【会場】北コミュニティセンターISTA はばたき 

 

●話題提供① 星野雅一「大和ハウスの考える

スマートハウス・コミュニティ」 

日本のエネルギー消費を見ると、大和ハウス

が大きく関わる民生部門は 1990 年比で約３割

増えている。運輸、産業と比較しても増加率が

顕著なので、民生部門の省エネ対策をしなくて

はいけないと考えている。民生部門の中でも、

家庭部門は 1990 年比で２割増えている。原因

は今まで世帯で１台の家電であったのが１人

１台になったり、世帯数が増加していることが

考えられる。 

2011 年の震災後、原発が停止し電力不足と

なった。節電要請と計画停電で一応電力の消費

を減らすことができたが、これは様々な工夫と

国民の我慢によって達成されている。大和ハウ

スは家を販売しているが、住宅メーカーとして

無理や我慢のない暮らしを提供できるように

したいと考えている。そのために先進のエネル

ギー技術を使い、自然と調和し、エネルギーを

賢く使う新しい生活を提案しており、住まう方

に無理のない生活ができるようにしている。今

大和ハウスが発売しているスマートハウス商

品は、住宅の xevo（ジーボ）と xevoΣ（ジー

ボシグマ）といい、これは断熱性能が非常に高

い。これをベースに太陽光発電システムを標準

搭載し、それをコントロールする HEMS を含め

たパッケージ「スマエコ」という商品として販

売している。オプションで蓄電池を搭載した

「スマエコチャージ」もある。 

パッケージの中の HEMS について詳しく説明

したい。HEMS は自社開発で現在改良を重ねバ

ージョン３を使用している。エネルギーの見え

る化だけでは、飽きてしまうことが分かってい

る。大和ハウスは震災前からこのような取り組

みをしており、エネルギーだけではなくいろい

ろなものも付加できる HEMS にしたいと思って

いる。例えばメインの画面で家全体・各部屋の

エネルギー消費量、太陽光発電の発電量、月別

の使用履歴等が分かる。エアコンの自動コント

ロールも可能で、スマホを持っていれば外出先

から家中全てのエアコンをコントロールする

ことができる。また HEMS３はドアホンの子機

にもなる。HEMS３はポータブルテレビにしてい

るので、家中持ち歩くことが可能で、来客があ

った場合にどこにいても対応できる。HEMS 画

面やリモコンとして使用しない時はテレビと

して使える。防水機能もついているのでお風呂

に持っていけるし、テレビを見ながらエネルギ

ー消費量をチェックしたり、照明器具の調整も

できる。玄関錠、照明器具、電動シャッターも

コントロールできる。玄関錠については万が一

のことを考え、外からは閉めることしかできな

いようにしている。長期旅行中に家にいるよう

に見せることもできる。けれどもスマートハウ
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ス単体ではサービスの広がりに限界がある。

我々が提供する家々をつないで新しいサービ

スが生み出せないかと模索している。 

 

星野 雅一 

 

「スマエコプロジェクト」という名前で大阪

府堺市晴美台で展開しているスマートコミュ

ニティ事業を紹介する。もともと小学校だった

土地をコンペで選ばれ開発した。65 戸の住宅

がある。このタウンでは「自治都市『堺』の伝

統を継承し、住民自らが作り上げる環境モデル

都市にふさわしい『街』の創出」をテーマに４

つの目標を掲げているが、本日はその中でも

「省エネルギー・創エネルギーに寄与する住宅

及び外構の創出」について話をしたい。 

晴美台は家単体でも、町全体でもゼロエネル

ギーを目指している。創エネのメインは太陽光

発電で、その発電効率を上げるために、晴美地

区の道路を南北に通し、家を東西に並べた。全

65 区画のうち、59 区画が東西に並んでいる。

その他にも自然のエネルギーをできるだけ取

り入れようとしている。周囲には里山があるの

で、里山で冷やされた空気を町の中に入れよう

としたり、貯水池を角に設けたり、風向計算を

し、計画をたてている。夏は風が抜けて涼しい

という評価をもらっているが、冬は逆に風が抜

けて寒いという意見もある。各家は高断熱使用

の家にしたり、エネファームを入れたり、遮熱

スクリーンなどの照明機器を入れている。この

町では各戸の HEMS だけでなく、町全体ではど

うなっているのかを見ている。各住戸の HEMS

からデータがサーバに送られ、町全体のエネル

ギーを見える化し、そこでは街灯や集会場など

共用部部分のエネルギー使用量も誰でも見ら

れる。またこの町では日産リーフをシェアでき

るようにしており、毎月各家から集められる電

力使用量をランキングにし、高順位の家にはポ

イントを付与し、それがカーシェアリングに使

える。このタウンの 2014 年の各住宅のゼロエ

ネルギーハウス率は 101％、共用部分を含めた

ゼロエネルギータウン率は 118%だった。 

エネルギー価格は、買う価格は上昇し続け、

売る価格は下降し続けている。光熱費に不安を

感じる人も多く、大和ハウスとしてはその不安

を少しでも減らせる住宅を提案していきたい

と考えている。最終的な目標は、2020 年に光

熱費の変動があっても不安なく過ごせる家、エ

ネルギーを自給できる家。お金をかければどう

にかなるが、一般的な価格でそれができるよう

にしたい。是非期待していただきたい。 

 

●話題提供② 中谷哲郎「日本とドイツ 省エ

ネ改修推進のためのエネルギーパス」 

ドイツで発祥し 27 か国で義務化された、建

物の燃費を証明する「エネルギーパス」を紹介

したい。「エネルギーパス」は EU各国の省エネ

改修の場で役立っている制度であり、私たち日

本エネルギーパス協会は 2007 年にドイツの協

力を得てその制度を日本に持ってきた。 

 事の始まりは、ドイツ・フライブルグ在住の

村上敦という環境ジャーナリストと一緒に、

2008 年にフライブルグの 2000 世帯、5,500 人

が持続可能な暮らしをするボーバンという住

宅団地の持続可能な暮らし方のエッセンスを

日本に持ってきたことにある。ボーバン地区に

は、住宅の省エネ、エネルギー供給の仕組み、

都市計画、交通計画などのテーマがあった。中

でも省エネ住宅がなぜ進んでいるのかを聞い

ていくと「エネルギーパス」という家の燃費を
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わかりやすい指標で提示する制度があること

を知った。EU ではこれが普及していて、それ

が省エネの推進に役立っていることがわかっ

た。これを日本にも普及しようと、2011 年に

日本エネルギーパス協会を立ち上げた。現在、

日独の国交省の間で３か年のプロジェクトが

進んでおり、両国の省エネ制度をお互いに研究

し、国家間のつながりもできてきている。 

 

中谷 哲郎 

 

まずドイツで省エネが進んでいる社会背景

の話をしたい。ドイツでは 2010 年に新たなエ

ネルギー戦略を掲げ、2050 年に CO2排出量をマ

イナス 95％、2022 年に脱原子力を謳っている。

CO2 削減というのは脱化石燃料のことで、その

ためには創エネだけでなく、省エネもこつこつ

していきましょう、創エネと省エネがセットに

なった目標を掲げている。2050 年に CO2削減を

マイナス 50%にして残りを創エネで補ってい

こうとしている。ドイツでは工夫と我慢で省エ

ネをするのではなく、快適な生活を守りながら

どう消費エネルギーを減らすのかを最優先に

考えており、そのために建築は非常に重要な要

素で、そこを押さえた上で創エネを行うという

順番ができている。 

建築（住宅）部門の省エネは３つの目標があ

る。 

①EU は 2020 年までに新築建築の CO2排出

をほぼゼロとする超低燃費住宅を義務化

する。 

②既存ストックの断熱リフォームを毎年

3％（120 万戸)施工する。既存ストック

は 4,000 万戸あり、その中の 3%の 120

万戸を 1,000 万クラスの省エネ改修を

していく。（現在は1%の40万戸/年施工) 

③2050 年までに全ストックを高断熱化。

冷暖房負荷における一次エネルギー投

入量を 8割削減する。 

実際には住戸に置いては熱という消費があ

る。これを何とか削減していこうとしている。

新築では省エネ法で決められた省エネ基準が

あり、1980 年以降は新築に関しては強化され

てきた。 

なぜドイツは省エネを頑張るかというと、ド

イツはエネルギー輸入国で原油、石油を、北海、

ロシア、バルト海から輸入している。特にロシ

アへの依存率が年々高まっている。日本は毎年

28 兆円かけてエネルギー源を輸入しているが、

ドイツ国民は持続可能なエネルギー社会をつ

くる上で、エネルギー源を他国に依存すること

に大変リスクを感じている。ドイツ国交省のデ

ータによると1996年から2011年にかけて住宅

の延べ床面積は増え、本来であれば同じように

正比例して暖房付加も増えるはずだが、省エネ

改修をコツコツ行ったことで何もしなかった

場合と比較して約２兆円の節約になったとの

データが出ている。とにかく国内から流れてい

くお金を節約して建築にまわし、省エネするこ

とで、さらにエネルギーコストが減る、そのお

金を地域に還元しようという仕組みができあ

がっている。 

現在新築は年間 18 万戸くらいある。リフォ

ーム市場は省エネ改修だけで８兆円あり、省エ

ネ改修で 34 万人の雇用を作る社会を作ってき

た。新築のピークは 1995 年で、80万戸くらい

作っていたが、再生可能エネルギーと省エネ改

修にシフトし、自動車産業と同じくらい大きな

産業にしてきた。そのために補助金は 2006 年

から 2012 年で 112 億ユーロ投入した。けれど
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もそれによって 1,344 億円以上の民間投資が

引き出され、助成１に対して民間 12 の投資を

誘発することができた。それによって国庫に戻

ってくる消費税（ドイツは 12%）は 260 億ユー

ロで、国も儲かった。日本の補助金額に比べ１

～２ケタ違うと思う。金利の優遇もあり、新築

よりもリフォーム優遇の税制を用いている。リ

フォームは基準をクリアしたら一律の金額を

出すという日本の制度とは異なり、ドイツは頑

張っただけ補助を出す政策を取っている。イニ

シャルコストは安いがランニングコストが高

い家と、イニシャルコストは高いがランニング

コストは低い家とどちらがいいか、という質問

になる。前者は地域に雇用とお金が落ちず、海

外の資源を買う考え方である。ドイツはこの考

えをもとに省エネの政策が考えられている。そ

の分かりやすさを提示するために EU ではエネ

ルギーパスという考え方が普及している。住宅

という高い買い物をしているので、投資の効果

を見える化しなくてはいけない。そこで家の燃

費を、お金でわかりやすく提示するために、エ

ネルギーパス省エネを導入した。 

ドイツでは、賃貸住宅の場合はユーザーに対

してランニングコストを表示しなくてはいけ

ない。EU のエネルギーパスのもとはドイツが

作ったと言われているが、ISO13790、建物の燃

費を図る計算式に基づいて計算されている。

2002 年に EU で政令化された後、2008 年頃から

EU 各国の国内法に取り込まれ、各国それぞれ

の形で根付いている。EU に加盟していないス

イス、中国でもエネルギーパスの考え方は広が

っている。ドイツでは物件情報誌にエネルギー

のランニングコストが示されている。不動産屋

は面倒だと大反対だったが、今は 2014 年の法

改正で不動産情報誌には必ずドイツでは広告

を出す場合はエネルギーパスを出さなくては

いけなくなった。 

エネルギーパス協会日本は 2011 年に日本語

版のプログラムを作成した。ISO13790 基準に

基づいて計算式を作っている。計算をしても家

の中で誰がいつどこに電気を使用したのかは

ばれないようになっている。どこからエネルギ

ーが漏れているかなど建築的なデータも表示

されるようになっている。日本でもエネルギー

表示制度はできたが、星印やメガジュールとい

う単位で表示してあり、ユーザーには分かりに

くい。分かりやすいのはお金という指標。EU

でもお金の単位で表示しており、日本でも円で

表示して運用している。 

今年４月から長野県で新しい条例が施行さ

れ、温暖化対策課が主導で「建築物環境エネル

ギー性能検討制度」を住宅部門でスタートさせ

た。これは新築を対象とした建築物に対して建

築主に、建物の性能を検討してください、とい

う義務が課せられる。建築物に規制をかけるも

のではない。その他に努力義務として建築業者

には既存のツールを使って検討を手伝ってく

ださい、と言っている。ツールは CASBEE でも

エネルギーパスでも QPEX でもいい。大きな建

築物の場合は届出をしなくてはいけない。 

なぜ長野県がこの制度を導入したかという

と、長野県では 2000 年の 1 人当たり県民所得

は 318 万円あり、１世帯当たりの光熱費は 20

万だった。しかし 2008 年には県民所得は 40

万円下がり光熱費は 10 万円上がった。そして

光熱費は今後上がり続ける可能性がある。県外

には建設業よりも大きな額が流れている。環境

と経済と地域活性の視点からそのためには先

ほどの条例が適切だった。また低すぎる室温か

らの健康問題への効果も期待している。地域で

お金をまわす原資としてエネルギーを使う、と

いうドイツの考え方を模している。みなさんの

エリアではどちらがいいのか、ということを考

える上で、入り口ではイニシャルとランニング

コストをまず明示する、そのひとつの指標とし

てエネルギーパスを出している、という例を紹

介させていただいた。 
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●コメント 

白井（環境自治体会議アドバイザー）：スマー

トシティについてお話させていただき、

分科会の議論のもとにしていただけれ

ばと思う。私が主張したいのは「スマー

トライフから描くスマートシティ」。ス

マートシティというのはハード面を整

備したスマートなまちづくりに思われ

ることがあるが、ハードを整備してもそ

こに住んでいる人、生活が賢くないこと

もある。人を中心に考えてスマートなま

ちをつくるということを言いたい。 

スマートシティは、昨今地球温暖化対策

の中で再生可能エネルギーを導入しよ

うという流れの中で出てきた。それによ

り電力の供給も行うことで電力の不安

定化もおこる。そして需給を制御しまし

ょうということで、スマートグリッド等

がでてきた。国がスマートシティと言い

出したのは地球温暖化や再生可能エネ

ルギーをどんどん導入しようという背

景がある。もともとは、再エネを導入す

るためではなく、IT を使ってやりまし

ょうというスマートハウスの考え方に

ある。2010 年以降はスマートシティが

にわかに言われるようになった。スマー

トハウスは発電、電力の消費、蓄電を見

える化を制御するもので、それを 1軒の

家だけでなく、地域全体でつなぎ、交通

システムや地域での発電を行っていく

のがスマートシティのイメージである。 

スマートシティという考え方は国際的

にも普及しており、大都市型、新興地型、

離島型と３種類ある。大都市型というの

は既存のできている都市の中でどう築

きあげるか、という話で日本の場合もこ

こに当てはまる。日本は 2010 年「次世

代エネルギー・社会システム実証事業」

として横浜市、豊田市、けいはんな学園

都市、北九州市の４つの都市が指定され

て 2014 年度まで継続して実施された。

北九州市は終了後撤去され、豊田市はエ

コタウンとして継続して残されている。

他にも４都市の実験を補完する地域、ス

マートコミュニティ構想の普及支援事

業、被災地での導入促進事業など日本で

もにわかにスマートシティが取り上げ

るようになった。中身は決して新しいこ

とではなく、もともとやろうとしていた

ことに追い風が吹いてきた、という状況。 

スマートシティやまちづくりにはハー

ドウェア（技術、施設）、ソフトウェア

（制度、情報）、ヒューマンウェアの３

つのウェアがある。大和ハウスのスマー

トハウスはハードウェア、エネルギーパ

スはソフトウェア、省エネ診断を普及さ

せるのは人と人との関係性でヒューマ

ンウェア。この３つが関係して動くのが

スマートシティ。 

ソフトウェアにもいろいろあり、行政の

政策手法としては規制や条例、経済的イ

ンセンティブとしてはエコポイントや

性能に見合った補助金、その他環境ラベ

ルや省エネ診断といった情報提供や見

える化、学習会やワークショップを行う

活動の場や仕組みをつくることがある。

やったらいいことはきりがないが、地域

に見合った、地域に効果的なものを選ん

でやっていくことが大切だと思う。 

省エネ家電への買い替えが一時期あっ

たが、廃棄物が増えるのではないか、メ

ーカーの景気対策ではないかという意

見もあった。家電の買い替えだけの無意

識な環境配慮だけでいいのか（ハードウ

ェアの限界）、環境に配慮するように活

動を規制するだけでいいのか（ソフトウ

ェアの限界）、それだけではなく最終的

にはエネルギーのことを自分で考えて
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仲間が増えたり、主体的に動くことがで

きたり、重要なことは環境配慮を通じて、

幸福度を高められることにあり、そこを

軽く考えてはいけないと思う。例えば太

陽光発電施設を設置する人は、環境意識

の強い人が多い。経済的なメリットだけ

を考えて導入している人は少ないと思

う。意識が高い人が設置しようとしてい

るのだからそこを後押ししようという

のは大切。 

スマートシティの技術実験が終わって

いて、もう実際に人が住んでいる。スマ

ートに暮らす技術があるから利用する

のではなく、スマートに暮らすために技

術を使う。そして３つのウェアをどう組

み合わせるか、どういう生活が楽しいス

マートライフなのか考えてみて、その実

現に必要なウェアを考え、そして最後に

各主体の役割を考えましょう、という順

番になる。 

ではスマートライフとはどのような暮

らしなのか。例えばエコクラブ（柏の葉

キャンパスシティ等の市集合住宅）では

電気の見える化をやっている。情報技術

も使っているが、そこに環境コンサルタ

ントがオフィスを構えていて、住民向け

のエコイベントを企画している。住民の

エコクラブも組織化しており、コンサル

もいつまでも張り付いているのではな

く、そのうち住民の中から運営に関わる

人が出てくるであろう、ということを期

待している。 

街なか避暑地としては、東京都荒川区は

停電時に真っ先にこの取り組みを行っ

た。公共施設に集まることで、家の節電

になり、人と会うことでコミュニティの

形成にもなる。けれども公共施設も節電

しているのでそれほど涼しくない、家に

残る人もいるので結局節電にはなって

いない、等の課題もある。 

マルチハビテーションとしては、都市で

省エネ・健康を両方維持するのは難しく、

かといって急に移住するのも容易では

ないので、季節で住み場所を変えたり、

定年後第２の人生として都市から移住

したりすることも考えられる。 

市民共同発電という、公共施設の屋根に

みんなでお金を出し合って太陽光発電

を設置しようという動きが全国にある。

長野県飯田市では保育園の上にパネル

を設置し園児と一緒に環境教育を行っ

ている。飯田市でのアンケート結果によ

ると 30 代が市民共同発電の影響を受け

ており、住宅に太陽光発電を設置するこ

とに大変関心を持ち、省エネにも関心が

高いことがわかった。施設の発電量より

も普及啓発の役割がある。 

省エネにはいろいろなアプローチがあ

る。３つのウェアをどう組み合わせるの

か、スマートな暮らしとは何か、省エネ

の楽しい暮らしを描き、実現策を考えら

れればいいと思う。スマートライフは家

の中だけでなく、外とつながりもある。

生活全体での省エネライフを描いてい

ければいいと思う。 

 

●総合討論 

参加者：「スマートシティ」の概念を教えてほ

しい。 

白 井：スマートシティ、スマートコミュニテ

ィといういい方もするが、もともとは経

済産業省が使い始めた言葉。情報技術を

使い、家の中で発電、電力消費、蓄電、

売電を見える化し、電気の流れを制御す

ることをスマートハウスと言い、それを

まち全体で行うことをスマートシティ

と言う。 

星 野：エネルギーの見える化もスマート化だ
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が、大和ハウスでは家電とネットワーク

機器をつないで住む人が便利に使える

家をスマートハウスと呼んでいた。それ

を街単位でつなげもっと便利にするの

がスマートタウンで、現在取り組んでい

る。スマートタウンでは１軒の家ではで

きなかったこと、例えば家の中で余って

いるエネルギーを、隣の家に融通するこ

と等ができる。それをやるためにはまず

情報がつながっていなくてはいけない。

住宅の IT 化はここ数年で大きく変わっ

てきて、自分たちが目指すスマートタウ

ンはこれからだと思っている。 

白 井：環境モデル都市は情報通信技術をうま

く使った環境都市づくりをしよう、とい

うことになっている。2000 年頃はユビ

キタスネットワーク、その前は情報化未

来都市などいろいろなネーミングはあ

ったが、以前からやっていること。 

豊 田：スマートシティと言った場合に、熱も

何もかも電気で供給するという見え方

をしてしまうことがあるが、北欧は暖房

需要が大きく、さまざまなエネルギー源

の組み合わせでできている。そこをトー

タルに評価していくのが今後大事だと

思う。そのような戦略、熱の有効利用に

ついてお話いただきたい。 

中 谷：熱と電気は分けて考えたほうがいいと

思う。熱で電気を作って、電気で熱を作

るというプロセスはロスがあるし、熱は

シンプルなエネルギー源。蓄熱電気暖房

機はドイツでは回収命令が出ている。電

気で熱を作るのは、チーズをチェーンソ

ーで切るようなもの。そのくらい熱と電

気は分けて考えた方がいいということ。

ドイツは 25％再エネの電気が使われて

おり、そこまで達したら電気で熱を作る、

という話が出始めている。日本はその段

階に達していないので、熱は熱で処理す

る、と考えた方がいい。 

豊 田：大和ハウスでは地域単位での熱供給は

あるのか。 

星 野：ビル単位ではあるが、町単位では絵に

描いた餅でしかない。大和ハウスではス

ーパー銭湯を運営している。そこで使用

しない電気は余ったら近隣の家に分け

るというような取組を実現していきた

いと考えている。熱を運ぶのは電気より

難しいので、実現はなかなか難しい。 

豊 田：地域熱供給を行うためには配管などイ

ンフラを整備しなくてはいけないので、

それほど容易ではない。これから都市を

作っていくのは、インフラの整備が大き

なポイントになる。見える化、効率の向

上、まちづくり全体でどう議論していく

のかも分科会の論点になると思う。 

黒 田（交野市長）：ドイツも日本も資源の少

ない国だが、ドイツでは再エネの比重が

大きくなってきた。日本でも再エネの話

が一部地域では進んでいるが、大資本が

投機目的で行うものが多い。エネルギー

の地産地消のサイクルのために国の果

たす役割は多い。中谷さんから見た国の

方向性を分かる範囲で教えてほしい。エ

ネルギーの地産地消という考えは日本

にあるのか。 

中 谷：ドイツは 2000 年に FIT が始まり、15

年が経過しもう終了した。もう制度とし

てはない。ドイツも最初は FIT で 60 円

／kW で買い取る高優遇をしていた。始

まった当初は日本と同様、大資本が新ビ

ジネスとしてやっていったが、15 年続

いた中で最終的には太陽光全体で 48％

が個人の農家。結果的にドイツは地産地

消という形になった。初めは儲けが多い

ので大企業が入ってくるが、ある時、ビ

ジネスモデルに合わなくなって減って

くる。日本もその時期に来ている。ドイ
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ツでは市民出資から家庭用と変化した。

そのためには価格を下げなくてはいけ

ない。ドイツでは 1kW あたり 17～18 万

円でつけられる。結果としてエネルギー

の地産地消ができればいいし、そのため

に FIT 買取価格はもっと下がればいい

と思っている。ドイツの電気代が上がっ

ているという報道があるが、実際に上が

っている。日本でも上がると思う。ただ

半数以上の方が投資をしてそのメリッ

トを享受しているので不満はそれほど

ない。そのためには設置価格が下がらな

くてはいけないし、50 万円でも投資で

きる仕組みがないと広まっていかない。

経産省は買い取り価格を下げ、怪しい人

を排除する仕組みを作っているので、そ

うなればいいと思う。 

豊 田：ドイツは脱原発、脱化石を掲げて方向

性を整備している。日本はその根幹がな

いので、再エネをむしろ抑制している風

潮はある。 

中 谷：ドイツでは 2013 年に市民エネルギー

組合が 888 存在する。2000 年に FIT が

できた頃は 66 だったので、10 年で 10

数倍になった。それだけ組合があれば一

口 50 万円の出資も可能になる。日本は

出資法の絡みで組合を作るのが難しい

ので、その仕組みが変わればいいと思っ

ている。 

白 井：CASBEE、エネルギーパス、QPEX の３

つの制度が、日本でどう共存していくの

か。 

中 谷：３つは性格が違う。CASBEE は総合環

境評価、エネルギーパスは個の住宅がど

のくらいのエネルギーを必要とするか。

性格が違うので、各社の判断になる。 

白 井：相互認証、統一化があれば、外からは

わかりやすいと思った。 

中 谷：それぞれが存在すべきだと思う。ドイ

ツは CASBEE のような総合環境評価があ

る。個の建物の性能を良くし、次に面で

の環境整備がその次、という考え方があ

る。ドイツは総合環境評価を仕組み化し

ているのが現状。 

白 井：星野さんに伺いたい。午前中に発表の

あった省エネ診断などを行う既存のソ

フトウェア、ヒューマンウェアを組むこ

とはないのか。 

星 野： HEMS の設計は大和ハウスが出してい

る部分はあるが、誰にでもつないでもら

えるように API を提供している。そこに

接続しに来てもらえればいい。大和ハウ

スでは、大和ハウスのスマートハウスに

使用するアプリケーションを作らない

かというコンテストを実施する。大和ハ

ウスはオープンにしたい。プラットホー

ムはスマートハウスという形で提供す

るので、アプリケーションは得意な人が

得意な形で入ってもらえればと思う。 

鈴 木（午前話題提供者）：スマートハウスを

コミュニティに展開しているのは面白

いと感じた。そこには実際にどのような

人が住んでいるのか。スマートハウス・

コミュニティはよく見るが、持続可能な

まちづくりという意味では、畑、川がま

ちづくりの要素としてあればいいと思

うが、そのようなものを作ったときに売

れるのか。住もうとする人と一緒に考え

れば面白いと思うが。 

星 野：晴海台はその地域に住んでいる人が入

ってきているが、１年たっても町全体で

仲がいいと聞く。IT 以外ではまだ手が

出せていないが、植物工場もやっていて、

そういうつながりもあるのではないか

と思っている。事前に住む人と話す取り

組みはできていない。数十年前に開発し

た大型団地があるが、まちは廃れていっ

て、町の循環が進んでいないことは起こ
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っている。今後は住んでいる人たちと再

生するプロジェクトを進めていく。 

野 池：民間の動きはいろいろあり、目指すと

ころは同じでアプローチの方法が異な

っている。今回の会議のように自治体、

大企業と連携していくことはまだ少な

い。お互いの問題だと思うが、議論をす

る場があればいいと思っているが、なか

なか実現ができない。今後まとまってい

くのか、個々が動くのか。どうすればい

いのかわからず、それぞれが頑張ってい

る状態。 

白 井：知り合い同士が公的に会う場も必要。

環境自治体会議は先進的にやる地域は

集まっているので、この中で意見をまと

めて国に発信していくようなことが環

境自治体会議からできればいいと思う。 

中 谷：東京都環境局に営業しに行ったら、断

られ、長野県を紹介してもらった。10

の都道府県が採用したら国が動く。県は

早々一筋縄ではいかない。もし自治体で

も採用してもらえれば、民間からあがっ

てくるものに国は無視しないと思うの

で、きっかけが環境自治体会議から発信

できれば嬉しいし、我々もお願いしたい。 

豊 田：家電の省エネラベルもそのような形で

広がった。東京都で作っていたラベルは

分かりにくく、いいものだから広めたい

という思いで、気候ネットワークがデザ

インをし、基準を設け、東京都と京都で

広めていくところから始めた。他の自治

体にも市民団体を通じて広げていって

もらった。条例を作って支援してもらっ

たこともある。地方でいろいろな制度が

乱立すると国としても難しいので採用

することになる。そういうものを意図的

に作り上げていく、ということも戦略と

して必要かと思った。 

中 谷：昨日、滋賀県の関係者と会い、長野県

でできて滋賀県でできない理由を聞い

た。長野県では建築指導行政を３つの市

町村にしか下ろしていなかったが、滋賀

はほぼすべての自治体に下ろしている

のでそれがハードルだとわかった。長野

県ではその３つを説得するのも人望の

厚い方に担当していただき、建築士会、

市長を説き伏せていった。例えば各都道

府県で建築指導行政がどのくらい各市

町村に下ろされているのか教えてほし

い。建築士会や地元の事業者は受けてく

れるが、市町村が難しかった、と長野県

の担当者は言っていた。 

白 井：省エネ条例の話が午前中あったが、長

野県では地球温暖化防止条例、エネルギ

ーの条例も作った。それは再エネを導入

することでもあり省エネでもあった。個

別にするのではなく、統合的なものが１

つできると進みやすいと思う。その中で

例えば大和ハウスはひのでやと組まな

くてはいけない、住民と一緒につくらな

くてはいけないと明記するなどして、環

境自治体会議の中で共有していければ

いいと思う。 

野 池：エネルギーパスの導入は市町村、都道

府県どちらでやるのが良いか。 

中 谷：長野県は幸運だと思っている。まれな

ケース。県の意見をまとめて条例にする

にはハードルが高いと感じた。クラブボ

ーバンの活動の中で３万人以下として

いる。北海道下川町にも見学に行ったが

4～5,000 人くらいの規模でドラスティ

ックな活動ができる。5,000～１万人規

模の自治体で同時多発に進める方が、県

ひとつ動かすよりいいかもしれない。 

黒 田：市町村の役割は大きいと思う。規模が

小さい方が切実感がある。食いつきはダ

イレクトにわかるし、明確。 

中 谷：我々のように専門性は高いが横幅がな
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い団体は多い。大きい自治体はシンクタ

ンクが間に入る。大きい自治体になれば

なるほど間に人が入り、動きにくくなる。

規模の小さな自治体はダイレクトに話

せる、スピーディーに話が進む。 

豊 田：政策を実施していくのはプロセスの問

題。環境自治体会議のような場所で政策

を提案して、職員や首長に見てもらうこ

とができればいいと思う。 

環境自治体会議事務局：昨日の総会で、次年度

の環境自治体会議は事務局主導で東京

で開催することが決まった。これまで

23 回会員自治体の持ち回りで行ってき

た大会とは色の少し異なるプログラム

になると思う。まだ詳細は決まっていな

いが、その中で今話があったような事業

者と自治体とのマッチングができるよ

うな仕掛けも提案していきたいと、これ

までの議論を聞いて思った。 

参加者：京都市は人口 147 万人。山間部は過疎

化が進んでいて、夏に涼しいところに人

を呼び込むことはやっている。現在、地

域コミュニティをエコ化するという活

動をしている。まさにヒューマンウェア

をソフトとハードを絡めて行くことが

うまくできればと思っている。３つがう

まく絡み合っている事例があれば教え

てほしい。 

白 井：飯田市の住民アンケートを見ていると、

市民共同発電はハード事業、それを使っ

た環境教育（ヒューマンウェア）そして、

それを条例化するのは行政が行った。ま

だ FIT がない時代に飯田市は市民共同

発電の電力の 20 年間買い取りを行った。

有名すぎる事例だが、一体的に行われて

いる例だと思う。ヒューマンウェアとい

う言葉はそれなりには使われていると

思う。環境省の文章には入っていること

が多い。是非使って広めてほしい。 

参加者：建築指導行政とは何か。  

中 谷：建築の責任の所在のこと。県から市に

降りて、現場が権限を持っている自治体

もある。全ての新築住宅にエネルギーパ

スを入れるという新しい仕組みの投入

は、反対勢力が多かった。仕組みを理解

してもらって、誰にどんな仕事があるの

か説明するのが大変だったと聞いた。最

終的には CASBEE と QPEX に比べエネル

ギーパスは最も歴史が浅く、知られてい

ないものだったので県内の建築士会の

方に講習を受けてもらった。それも行政

と建築士会と連携して行ってもらった。 

豊 田：本日の分科会は「効率の向上と見える

化」というテーマではあったが、その取

り組みは既に行われているものもあり、

それを各自治体に取り込んでいく段階

で、もともとの地域のコミュニティ、指

向性、政策の方向性など様々なものが基

盤にあり、そこに新しい技術が乗ってい

くことになる。そういった取り組みを進

めていく上で、市民・事業者・行政の協

働を進めていくことは大前提にあるが、

それに加えて、規格化・共通化していく、

あるいは取り組みを進めていく上でプ

ラットホームなど情報の共有化、あるい

は戦略を作りながら進めていく、そうい

う仕掛けが必要ということが出てきた

と思う。 

 他にもノウハウなどそれぞれ持ってい

るので、これまで以上に集約・共有して

いくことが今後とも大切だと思ってい

る。最後に一言ずつお願いしたい。 

白 井：スマートシティ、スマートライフのも

っといい表現の仕方があればいいと思

った。賢く、楽しくと言うことだと思う

ので、我慢するのではなくできればいい

と思う。 

星 野：自治体主催の場に出ることがないので、
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いい経験をさせてもらった。大和ハウス

は何でもやっている会社なので、弊社の

商品を使ってもらえるのであればどこ

でも行く。お話をいただければ嬉しく思

う。 

中 谷：色々な話をさせてもらったが、自分の

情報ソースはヨーロッパ、ドイツにある。

ドイツ人の考え方を学んで、それを日本

人の考え方、日本人の風土の中に落とし

込みたい。ボーバンの住宅地の 5,500

人もそうだが、ドイツ人は楽しそうな暮

らしをして、GDP も稼いで、1 か月半の

年間休暇を使っている。どこかに閉塞感

を突破する考え方、パラダイムがあるの

ではないかと思いながら、県庁に営業に

行ったり、ドイツに行ったりしているの

で、引き続きよろしくお願いしたい。 


